
事務事業No 事業名 [事業基本情報]

576 ○ 管理経費

分野別目標 1 ○ 法定受託事務

政 策 2

施 策 3

基本方針 4

継続 主な事務事業

事業実施の根拠法令

関連個別計画

担当課・担当課長（Tel） 井本　博隆 (428-0119) 「３つの約束・４４の約束」との関連性

関連課 まちを元気に 人を元気に 非該当

○

４４の約束 ○

１　事業概要及び実施内容

事
業
概
要

２　事業コスト

当初予算 決算 当初予算 決算 計画 決算 決算 計画 決算

9,861 10,060 4,603 4,603 4,603

- - -53.3% 0.0% 0.0%

9,215 10,124 8,005 8,005 8,005

3,214 1,872 560 560 560

12,429 11,996 8,565 8,565 8,565

7,279 4,967

281 273 453 453 453
2,301 4,820 4,150 4,150 4,150
1.24 1.33 1.05 1.05 1.05

1.52 0.89 0.38 0.38 0.38

３　目標及び実績
平成25年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

年度目標値 300 300 300 300

実績値 306

全体目標値 1,500 全体目標達成度 20.4% 年度別達成度 102.0%

年度目標値 24.6 22.6 21.6 20.6

実績値 24.6

全体目標値 20.6 全体目標達成度 83.7% 年度別達成度 100.0%

年度目標値 66.3 61 58 55

実績値 66.9

全体目標値 55 全体目標達成度 82.2% 年度別達成度 100.9%

年度目標値

実績値

全体目標値 全体目標達成度 年度別達成度

単位

実
施
内
容

○患者搬送事業乗務員の講習
会開催（基礎講習1回、定期講
習2回開催）
○インターネット、パンフ
レット掲出
○「救急車適正利用」街頭広
報の実施
○現場到着所要時間短縮のた
めの、警防隊を出動させるPA
連携の強化

○患者搬送事業乗務員の講習
会開催（基礎講習1回、定期講
習1回開催）
○インターネット、パンフ
レット掲出
○「救急車適正利用」街頭広
報・応急手当救命講習の実施
○現場到着所要時間短縮のた
めの、警防隊を出動させるPA
連携の強化
○医療機関到着時間短縮のた
め病院交渉拒否率を改善

○患者搬送事業乗務員の講習
会開催（基礎講習1回、定期講
習1回開催）
○インターネット、パンフ
レット掲出
○「救急車適正利用」街頭広
報・応急手当救命講習の実施
○現場到着所要時間短縮のた
めの、警防隊を出動させるPA
連携の強化
○医療機関到着時間短縮のた
め病院交渉拒否率を改善

○患者搬送事業乗務員の講習会
開催（基礎講習1回、定期講習1
回開催）
○インターネット、パンフレッ
ト掲出
○「救急車適正利用」街頭広
報、応急手当救命講習の実施
○現場到着所要時間短縮のた
め、警防隊を出動させるPA連携
の強化
○医療機関到着時間短縮のため
病院交渉拒否率を改善

○患者搬送事業乗務員の講習
会開催（基礎講習1回、定期講
習1回開催）
○インターネット、パンフ
レット掲出
○「救急車適正利用」街頭広
報・応急手当救命講習の実施
○現場到着所要時間短縮のた
めの、警防隊を出動させるPA
連携の強化
○医療機関到着時間短縮のた
め病院交渉拒否率を改善

平成29年度

計画

0.0%

8,005

事業費 4,603

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

伸び率（％）

活
動
指
標

そ の 他

街頭広報・救命講習回数

0.38

病院交渉拒否率(％)

指標名及び達成状況

国庫支出金

県支出金

8,565

人件費

常勤職員

非常勤職員

・医療材料費3,000千円・救急活動事後研修謝金450千円・機械等借上料336千円

1.05

件

小計

事
業
費
等
 
千
円

23.6

平成26年度

所要人数
常勤職員

非常勤職員

成
果
指
標

単位 回

4,150一般財源（税等）

市　　債

453

64

300

主な予算内訳

560

軽症者率（その年度に搬送した全傷病者を医師が入院の必要がないと診断した軽症
者の割合をいいます。）

単位 ％

単位

事業進捗管理シート

救急対策及び救急活動に関する事業（患者搬送等乗務員の講習会開催、救急車の適正利用対策等）
事業区分(1)

事業経費

その他

救急・救助体制の充実

安心して、安全に暮らせるまち

その他

款

事業種別

救急・救助体制の充実

事業区分(2)
自治事務

消防・救急救助体制の充実

消防費

目 消防費

一般会計

消防費

会計・
予算区分

事業期間 ～ 大事業

項

消防事業

平成２７年度 平成２８年度平成２５年度 平成２６年度

事業目的（「誰・何」をどういう状態にする」ための事業か) 事業内容
①救急需要増加対策として、街頭広報、応急手当普及講習会での広報などを展開し、広く市民に救
急車適正利用を訴えます。②自己受診希望者への医療情報センター紹介や頻回救急要請者宅への訪
問などを実施することで救急需要を抑制します。③民間の患者搬送事業者の乗務員講習などを実施
することで、病院間搬送や公的な救急車による搬送を希望しない比較的軽症の傷病者の搬送を担当
してもらうことで公的救急車の需要を抑制します。④重篤な状態が予想される119通報時、近くの
救急車が出動中の場合、消防隊をまず出動させ、次の近くの救急車が到着するまで応急処置を実施
させるPA（ポンプ車と救急車）連携出動を強化します。⑤重篤な傷病者の症状悪化を防ぎ、救急現
場から始まる医療行為により救命率等向上が図られるドクターカーの運用を本格実施します。⑥医
療機関到着時間短縮のため病院交渉拒否率を改善します。

　増え続ける救急需要に対して、救急車適正利用キャンペーン
などを展開し、不要の救急要請を抑制することによって、本当
に救急車が必要な緊急性のある傷病者のもとへ、一刻も早く救
急車が到着できるようにするための事業です。

警防課

産業を元気に

会計

平成２９年度

救急高度化等推進整備事業事項

３つの約束

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 対象外

○
評価年度


